
 

 
平成２４年度建設副産物実態調査結果（近畿地方版）について 
～建設廃棄物再資源化率は 1.4 ポイント向上、建設発生土利用率は 12.3 ポイント向上（前回調査比）～ 

 

 

平成２６年３月２７日 

建設副産物対策 

近畿地方連絡協議会 

 

 

平成２４年度に近畿地方の建設工事から排出された建設副産物について、再資源化及び排出量等の

状況の調査結果をとりまとめましたので公表いたします。 

 

 

●建設副産物実態調査とは 

 ・全国の建設工事や再資源化施設等を対象に、建設副産物の発生量、再資源化の状況及び最終

処分量等の動向に関する実態を把握するための統計調査です。 

 ・調査結果は建設リサイクルに関する諸施策の策定及びその効果の進捗状況の把握等に活用し

ています。 

 

 

●調査結果の概要 

１．再資源化及び排出量等の動向（参考資料１参照） 

（１）建設廃棄物 

平成２４年度の建設廃棄物の再資源化・縮減率は、９５．２％と前回調査（平成２０年度）よ

り１．４ポイント向上しています。品目別にみると、建設汚泥は低下していますが、コンクリー

ト塊、建設発生木材は向上しています。              【参考１－１参照】 

また、平成２４年度の建設廃棄物排出量は、８９９万トンと前回調査（平成２０年度）より５．

９％減少し、最終処分量も４３万トンと前回調査（平成２０年度）より２８．３％減少していま

す。                              【参考１－２参照】 

 

（２）建設発生土 

平成２４年度の利用土砂の建設発生土利用率は８９．６％と前回調査（平成２０年度）よ

り１２．３ポイント向上しています。              【参考資料１－１参照】 

また、平成２４年度の建設発生土の搬出量は、１，５０３万㎥となり、前回調査（平成２０年

度）と同程度（１．７％減）となりました。            【参考１－２参照】 

 

 

２．「近畿地方における建設リサイクル推進計画２００９」の目標達成状況 

アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊、建設発生木材（再資源化率）及び建設汚

泥、建設廃棄物、建設発生土については平成２４年度目標を達成していますが、建設発生木材

（再資源化・縮減率）、建設混合廃棄物（排出量）については、平成２４年度の目標を未達成

です。 

なお、建設発生木材（再資源化・縮減率）については、目標値にわずか（０．５％）に及ば

ないという結果でした。                     【参考１－１参照】 

 

３．平成２４年度建設副産物実態調査結果（全国版） 

  全国版の平成 24 年度建設副産物実態調査結果は、下記の本省ＨＰでご覧いただけます。 

http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo03_hh_000058.html 

 
 

http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo03_hh_000058.html


参考１－ 1 
 

平成 24 年度建設副産物実態調査結果  参考資料 

 

１．建設副産物の再資源化の動向  関連資料 

・建設廃棄物（再資源化・縮減率）は、前回調査（平成 20年度）に比べて１．４ポイント増

である。 

・建設発生土（発生土利用率）は、前回調査（平成 20年度）に比べて１２．３ポイント増で

ある。 

   

 

表．建設副産物注１）の再資源化率注２)や再資源化・縮減率注３）の状況及び「近畿地方における

建設リサイクル推進計画２００９」注４）の目標達成状況 

 

 
 
注１）建設副産物：建設工事に伴って副次的に得られる物品であり、建設廃棄物(コンクリート塊、建設発生木材など)及び建設発

生土(建設工事の際に搬出される土砂)の総称。 

注２）再資源化率：建設廃棄物として排出された量に対する再資源化された量と工事間利用された量の合計の割合。 

注３）再資源化・縮減率：建設廃棄物として排出された量に対する再資源化及び縮減された量と工事間利用された量の合計の割合。 

注４）「近畿地方における建設リサイクル推進計画２００９」（建設副産物対策近畿地方連絡協議会 平成 21年 3月策定） 

注５）建設発生木材については、伐木材、除根材等を含む数値である。 

注６）利用土砂の建設発生土利用率：土砂利用量（搬入土砂利用量＋現場内利用量）のうち土質改良を含む建設発生土利用量の割

合。 
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２．排出量の動向 関連資料 

・建設廃棄物は、前回調査（平成 20 年度）に比して５．９％減であり、最終処分量は２８．３％減である。 

・建設発生土は、前回調査（平成 20 年度）に比して１．７％減である。 

 

（１）建設廃棄物 

表１．建設廃棄物排出状況 

（単位：万トン）

再資源化量 縮減量 最終処分量

平成20年度（Ａ） 955 873 23 60

平成24年度（Ｂ） 899 847 9 43

増減量（Ｂ）－（Ａ） -56 -26 -14 -17
増減率

（（Ｂ）－（Ａ））／（Ａ） -5.9% -3.0% -60.9% -28.3%

調査年度
排出量

 
 

 

（２）建設発生土 

表２．建設発生土の搬出状況 

（単位：万m3）

搬出量

工事間利用 土質改良プラント 内陸受入地

平成20年度（Ａ） 1,529 324 117 1,089

平成24年度（Ｂ） 1,503 352 84 1,067

増減量（Ｂ）－（Ａ） -26 28 -33 -22
増減率

（（Ｂ）－（Ａ））／（Ａ） -1.7% 8.6% -28.2% -2.0%

調査年度
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図１．建設廃棄物の排出量、再資源化・縮減量及び最終処分量の経年変化 
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図２．建設廃棄物の工事区分別排出量の経年変化  
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（万トン）

３．再資源化率等の状況 関連資料 

（１）建設廃棄物の再資源化率等 

・建設廃棄物（再資源化・縮減率）は、平成 7 年度以降上昇傾向にある。 
・コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊は、平成 12 年度以降高い再資源化率を保っている。 
・建設発生木材（再資源化率）は、平成 7 年度以降上昇傾向にある。 
・建設汚泥（再資源化・縮減率）は、平成７年度以降上昇傾向にあったが、平成 24 年度は平成 20 年度
と比較して低下している。 

・建設混合廃棄物の排出量は、平成 17 年度に比して３１％増である。 
・これらの状況から「近畿地方における建設リサイクル推進計画２００９」に基づく施策展開により、着実
な建設リサイクルが図られていると考えられる。 
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図３．建設廃棄物の再資源化率等 

H24 再資源化率 目標値 

H24 再資源化・縮減率 目標値 

H24 排出量 目標値 

再資源化率 実績値 

再資源化・縮減率 実績値 

排出量 実績値 
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（２）利用土砂の建設発生土利用率 

・利用土砂の建設発生土利用率は、平成 14 年度以降減少傾向にあったが、平成 24 年度は大幅に増

加した。 

・これらの状況から「近畿地方における建設リサイクル推進計画２００９」に基づく施策展開（建設副産物対策

近畿地方連絡協議会が中心となった公共工事土量調査の継続的な実施）により、着実な建設発生土利用

が図られていると考えられる。 

 
 

 

建設発生土 

 

 

 

 

 

図４．利用土砂の建設発生土利用率 

 

H24 利用土砂の建設発生土利用率 目標値 
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（単位：万トン）

場外排出量　①＋②＋③
①再資源化量 ②縮減量 ③最終処分量

アスファルト・コンクリート塊 646 484 0 163 74.8%
コンクリート塊 870 506 0 363 58.2%
建設汚泥 200 7 10 184 3.4% 8.4%
建設混合廃棄物 372 7 15 350
建設発生木材 141 59 0 81 42.1% 42.1%
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 33 9 0 24

建設廃棄物全体 2,262 1,072 25 1,165 47.4% 48.5%

アスファルト・コンクリート塊 567 559 0 8 98.6%
コンクリート塊 554 541 0 14 97.5%
建設汚泥 113 48 13 53 42.0% 53.0%
建設混合廃棄物 100 8 3 90
建設発生木材 60 23 29 8 37.7% 86.3%
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 22 9 0 13

建設廃棄物全体 1,417 1,187 44 186 83.8% 86.9%

アスファルト・コンクリート塊 464 461 0 4 99.2%
コンクリート塊 507 495 0 11 97.8%
建設汚泥 168 115 38 15 68.3% 91.1%
建設混合廃棄物 64 13 22 30
建設発生木材 51 29 16 6 56.9% 89.0%
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 21 15 1 6

建設廃棄物全体 1,275 1,127 78 71 88.4% 94.5%

アスファルト・コンクリート塊 343 338 0 5 98.6%
コンクリート塊 387 378 0 9 97.7%
建設汚泥 58 35 11 13 60.4% 78.6%
建設混合廃棄物 33 4 4 26
建設発生木材 43 32 7 4 75.4% 91.0%
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 49 40 3 6

建設廃棄物全体 913 827 24 62 90.6% 93.2%

アスファルト・コンクリート塊 299 297 0 2 99.2%
コンクリート塊 490 473 0 17 96.5%
建設汚泥 56 40 14 3 70.8% 95.1%
建設混合廃棄物 50 14 4 31
建設発生木材 40 33 3 4 81.6% 89.4%
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 20 16 2 2

建設廃棄物全体 955 873 23 60 91.3% 93.8%

アスファルト・コンクリート塊 302 301 0 1 99.5%
コンクリート塊 376 375 0 2 99.6%
建設汚泥 86 74 3 9 85.9% 89.2%
建設混合廃棄物 44 18 1 25
建設発生木材 67 60 4 4 89.1% 94.5%
その他（廃プラスチック、紙くず、金属くず） 24 20 2 2

建設廃棄物全体 899 847 9 43 94.2% 95.2%

注）四捨五入の関係上、合計値とあわない場合がある。
再資源化率：①÷（①+②+③）
再資源化・縮減率：（①+②）÷（①+②+③）
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その他 13
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（３）建設廃棄物の品目別再資源化率等 

 

表３．品目別再資源化率、再資源化・縮減率 

 

 

 

 

 

 

 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

                                          図５．品目別建設廃棄物の排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

図６．品目別再資源化・縮減量                   図７．品目別最終処分量 
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（４）建設発生土の搬出量及び土砂利用搬入量 
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図８．建設発生土搬出状況 
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図９．土砂利用搬入状況 

        表４．利用土砂の搬入利用状況 

（単位：万m3）
平成7年度 平成12年度 平成14年度 平成17年度 平成20年度 平成24年度

土砂利用量 20,474 18,029 30,808 23,367 1,470 2,212
②工事間利用 6,120 7,219 6,443 4,986 324 352
③土質改良土 360 942 914 876 117 84
⑥建設汚泥処理土 0 0 0 34 1 3
⑦再生砂 144 324 312 182 27 14
⑧新材 13,850 7,130 5,243 4,650 334 229

⑨搬入土砂利用量 20,474 15,615 12,912 10,728 802 682
⑩現場内利用 2,414 17,896 12,639 668 1,530

32.4% 60.5% 83.0% 80.1% 77.3% 89.6%
利用土砂の建設発生土利用率
（②+③+⑥+⑦+⑩）/（⑨+⑩）  

        注 1：平成７年度は現場内利用量を調査していない。 

        注 2：平成１２年度の現場内利用量は、100%現場内完結工事を含まない。 

        注 3：丸囲いの番号は、図１４．建設発生土搬出及び土砂利用搬入状況の番号と整合している。  
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４．建設廃棄物、建設発生土のリサイクルフロー 

（１） 建設廃棄物 

① アスファルト・コンクリート塊及びコンクリート塊 

 

図１０．アスファルト・コンクリート塊及びコンクリート塊のリサイクルフロー 

※四捨五入の関係上、合計があわない場合がある。 

①
Ａs搬出量

302

⑧再生Ａs合材
396

③再資源化
　 施設へ

300

⑨Ａs合材
利用量

430

⑦Ａs合材
(新材）

34

①
Ｃo搬出量
     376

最終処分場

Ａｓ用骨材等
226

再生
砕石等

130

⑧
   再生砕石

474

⑨鉱さい  92

③再資源化  
　 施設へ
      374

再生ｺﾝｸﾘｰﾄ砂
28

⑦砕石（新材）
548

⑩砕石類
利用量
1,114

再資源化施設
Co破砕

再資源化施設
As破砕,合材

④最終処分 1

④最終処分 1

0.3%

0.2%

再資源化率　　　　②＋⑤
　　　　　　　　　    　　① ＝99.2% 再資源化率　　　 ②＋⑤

　　　　　　　　　    　　①
＝96.5%

アスファルト・コンクリート塊 コンクリート塊

単位：万トン

49%

43%

8%

8%

92%

Ｃo
発生量
  382

［うち、現場内利用］
6

Ａs
発生量
  303

［うち、現場内利用］
1

⑥最終処分
1(0.2%)

⑥最終処分
1(0.2%)

⑤
再資源化
　  299
    99%

⑤
再資源化
　   373
     99%

現場内利用
32

現場内利用
1

②工事間利用1(0.4%）

②工事間利用1(0.4%）

再資源化率 ②＋⑤ ＝99.6% 

          ① 

再資源化率 ②＋⑤ ＝99.5% 

          ① 



参考１－ 9 
 

 

② 建設発生木材 

①
　場外搬出量

67

91%
③再資源化施設へ

61

5% ⑤最終処分 3

再資源化
施設

3%⑦再資源化施設減量化量 2

最終処分4

単位：万トン

2% ②工事間利用　1

87%　⑥再資源化施設後
　　　　　再利用　58

0.4% ⑩焼却施設後最終処分 0.3

3%④焼却施設へ 2 焼却施設

2% ⑨焼却施設減量化量 1

1%  ⑧再資源化施設後最終処分量 0.4

再資源化率　 (②＋⑥)
　　　　　       　　  ①

＝89.1%
再資源化等率  (②＋⑥＋⑦＋⑨)
　　　　　　　　       　　 　 ① ＝94.5%

 
図１１．建設発生木材のリサイクルフロー 

※四捨五入の関係上、合計があわない場合がある。 
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③ 建設汚泥 

①
場外搬出量

86

95%

5% ④最終処分 4

再資源化等率　 （②＋⑤＋⑥）
　　　　　　　          　　　① ＝89.2%

単位：万トン

0.5% ②工事間利用　0.4

③再資源化施設へ
            82

再資源化
施設 ⑤再資源化施設後再利用

74

⑥再資源化施設
　減量化量 3

最終処分 3

85%

3%

再資源化率　 （②＋⑤）
　　　　　　　         ① ＝85.9%

6%　⑦再資源化施設後
　　　　 最終処分　5

 

図１２．建設汚泥のリサイクルフロー 

※四捨五入の関係上、合計があわない場合がある。 
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④ 建設混合廃棄物 

①
　場外搬出量

44

67%
③再資源化施設へ

29

32% ⑤最終処分 14

再資源化
施設

0.4%⑦再資源化施設減量化量 0.2

最終処分25

単位：万トン

41%　⑥再資源化施設後
　　　　　再利用　18

0.4% ⑩焼却施設後最終処分 0.2

1%④焼却施設へ1

1% ⑨焼却施設減量化量 0.4

  26% ⑧再資源化施設後
　　　　　　最終処分量 11

再資源化率　 (②＋⑥)
　　　　　       　　  ①

＝40.6%
再資源化・縮減率  (②＋⑥＋⑦＋⑨)
　　　　　　　　       　　 　　　 ① ＝42.0%

②工事間利用　0

 

図１３．建設混合廃棄物のリサイクルフロー 

※四捨五入の関係上、合計があわない場合がある。 
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（２） 建設発生土搬出及び土砂利用状況 

1,067
　⑤内陸受入地

　　（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ経由　126）

①
場外搬出量

1,503

②工事間利用（内陸部工事、海面事業等）
352

（うちｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ経由　60）

③土質改良プラント 84

⑦再生砂　14
（ｺﾝｸﾘｰﾄ塊より）

⑨
　搬入土砂
　利用量

682

⑧新材
（山砂等）

229

4%

16%

10%

0.1%

単位：万ｍ3

23%

6%

71% ⑩
現場内利用

1,530

⑥建設汚泥処理土 3 1%

69%

利用土砂の建設発生土利用率　（②＋③＋⑥＋⑦＋⑩）
　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　 　⑨＋⑩

＝89.6%

土

砂

利

用

量

⑩
現場内利用

1,530
建
　
設
　
発
　
生
　
土
　
発
　
生
　
量

 
図１４．建設発生土搬出及び土砂利用搬入状況 

※四捨五入の関係上、合計があわない場合がある。 
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５．コンクリート塊の再生利用について 

工事現場から排出されるコンクリート塊は、そのほとんどが道路の路盤材等の再生砕石
等として利用され、約 99%が再資源化されています。 
 
表５．コンクリート塊の再資源化率（拡大推計結果）（単位：千トン） 

 
 
 

   
しかしながら、今後、公共工事の減少等によりコンクリート塊の需給バランスが崩れるな

どして、供給過多となった場合の新たな利用手法の一つとして、コンクリート塊の骨材利用
が考えられます。 

平成 17 年から 19 年にかけて、コンクリート用再生骨材に係る JIS が制定されたことを受
け、新たに「コンクリート用再生骨材(H,M,L)を用いた生コンクリート（以下「再生骨材コンクリ
ート」）」の利用実績を調査しました。その結果、約 0.3 万トンの利用が明らかになりました。 

 
表６．再生骨材コンクリートの利用実績（単純集計結果）                                               
 

 

 

 

 

 

※再生骨材ｺﾝｸﾘｰﾄの利用実績については、回収された調査票の利用実績が少ないことから、拡大推計の精

度が確保されないため、単純集計結果を公表しています。 

 

(参考) 再生骨材の種類 

種類 （高品質）再生骨材Ｈ （中品質）再生骨材Ｍ （低品質）再生骨材Ｌ 

ＪＩＳ番号・ 

名称・ 

制定時期 

ＪＩＳ Ａ 5021（コンクリート用再生

骨材Ｈ） 

平成 17 年 3 月 20 制定 

JIS A 5022（再生骨材Ｍを用いたコ

ンクリート）  

平成 19 年 3 月 20 日制定 

ＪＩＳ Ａ 5023（再生骨材Ｌを用いた

コンクリート） 

平成 18 年 3 月 25 日制定 

ＪＩＳの性格 ・解体コンクリート塊に対し、破砕、

摩砕等の高度な処理を行って骨材

としての品質を向上させた一般用

途のコンクリートに用いる再生骨材

の規格 

・JIS A5308 に引用されることを目

標とした再生骨材規格 

・解体コンクリート塊に対する破

砕、摩砕等を比較的簡易な方法で

行って製造した再生骨材を利用し、

乾燥収縮や凍結融解の影響を受

けにくい部材に用いることを想定し

た再生骨材コンクリート規格 

・再生骨材 M の品質は附属書とし

て規定 

・解体コンクリート塊を破砕して製

造した再生骨材を利用し、比較的

低強度の用途に用いることを想定

した再生骨材コンクリート規格 

・再生骨材 L の品質は附属書とし

て規定 

 

主な用途 ・一般用途のコンクリート ・杭、耐圧版、基礎梁、鋼管充填コ

ンクリートなど 

・捨てコン等、高い強度・高い耐久

性が要求されない用途 

経済産業省資料より抜粋 
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６．地方ブロック別の建設副産物再資源化等状況 

 

表７．府県別の建設副産物再資源化等状況 

                                                   （単位：％） 

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 近畿 全国

99.7 97.5 99.9 99.7 99.5 100.0 100.0 99.5 99.5

(98.6) (99.5) (99.5) (99.4) (99.3) (99.4) (96.6) (99.2) (98.4)

99.4 99.9 99.9 99.8 99.1 100.0 99.6 99.6 99.3

(98.7) (99.1) (97.8) (94.0) (98.5) (98.0) (95.7) (96.5) (97.3)

89.8 93.6 95.3 88.1 88.0 91.3 91.3 89.1 89.2

(78.2) (82.6) (90.0) (82.5) (76.4) (80.8) (84.9) (81.6) (80.3)

97.7 96.3 97.4 95.1 90.5 91.4 97.3 94.5 94.4

(86.9) (90.2) (93.8) (90.4) (85.7) (87.5) (94.2) (89.4) (89.4)

83.4 83.9 95.7 90.1 88.0 88.7 83.4 89.2 85.0

(98.3) (98.8) (82.5) (94.9) (99.9) (94.9) (100.0) (95.1) (85.1)

2.0 2.2 6.0 16.6 9.3 2.1 5.3 43.5 279.5

(1.2) (3.5) (4.2) (25.3) (11.5) (2.2) (1.9) (49.8) (267.0)
建設廃棄物全体

95.5 97.0 98.0 94.5 95.1 96.0 92.9 95.2 96.0

(97.0) (95.7) (94.1) (91.8) (95.0) (95.2) (94.0) (93.8) (93.7)

94.6 84.1 78.3 89.9 90.9 92.8 95.0 89.6 88.3

(84.7) (72.0) (70.3) (76.8) (80.8) (70.5) (82.6) (77.3) (78.6)

建設発生木材
（縮減除く）

建設発生木材
（縮減含む）

アスファルト・
コンクリート塊

コンクリート塊

建設混合廃棄
物排出量
(万トン)

建設汚泥
（縮減含む）

利用土砂の
建設発生土利用率

 
注）四捨五入の関係上、合計値とあわない場合がある。 

 

注１：１段目は、平成２４年度の値 

      ２段目の（   ）は、平成２０年度の値 

注２：建設発生木材については、伐木材、除根材等を含む数値である。 

 

【各建設副産物の再資源化等状況の算出方法】 

  ・アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊： 

    再資源化率＝（再使用量＋再生利用量）／排出量 

  ・建設発生木材（縮減除く）： 

    再資源化率＝（再使用量＋再生利用量＋熱回収量）／排出量 

  ・建設発生木材（縮減含む）： 

    再資源化・縮減率＝（再使用量＋再生利用量＋熱回収量＋縮減量(焼却による減量化量))／排出量 

  ・建設汚泥 (縮減含む)： 

    再資源化・縮減率＝（再使用量＋再生利用量＋縮減量(脱水等による減量化量))／排出量 

・土砂（現場内利用含む）： 

    利用土砂の建設発生土利用率＝（土砂利用量のうち土質改良を含む建設発生土利用量）／土砂利用量 

     ※土砂利用量とは、搬入土砂利用量＋現場内利用量である。 

また、現場内利用量については、100％現場内完結工事を含めます。 
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○建設副産物実態調査実施概要 

 

１． 調査の目的 

「建設副産物実態調査」は、建設副産物の発生量、再資源化状況及び最終処分量等の動向に

関する実態を把握するため、全国の建設工事（公共土木工事、 民間土木工事、建築工事（新築･

増改築工事、解体工事、修繕工事））や再資源化施設等を対象に平成７年度、平成１２年度、平

成１４年度、平成１７年度、平成２０年度、平成２４年度に実施している統計調査である。 

 

２． 建設副産物の定義 

建設副産物とは、建設工事にともなって副次的に得られる物品であり、建設廃棄物（コンクリート

塊、建設発生木材など）及び建設発生土（建設工事の際に搬出される土砂）の総称である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 調査方法 

（１） 調査実施方法 

国土交通省において、各地方ブロックに設置されている地方建設副産物対策連絡協議会等
＊を通じて、公共工事発注機関、民間公益企業、民間企業の発注工事について、元請業者を

対象に調査を実施した。 

 
＊地方建設副産物対策連絡協議会等：  

建設副産物の有効利用及び再利用等を促進し、建設事業の円滑な推進を図るために、必要な情報の収集・交換

を行うことを目的として、全国の各地方ブロック毎に地方整備局等、都道府県、政令市、特殊法人等、建設業団体

等を構成員として設置された組織。  

 

（２） 調査対象品目 

＜建設副産物＞ 

アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥、建設混合廃棄物、 

その他（金属くず、廃プラスチック類など）、建設発生土 

＜建設資材＞ 

土砂、生コンクリート、木製資材、アスファルト混合物、砕石 

建設副産物 

建設廃棄物 
・アスファルト・コンクリート塊 
・コンクリート塊 
・建設発生木材 
・建設汚泥 
・建設混合廃棄物 
・金属くず 
・廃プラスチック類 など 

建設発生土 

参考資料２ 
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（３） 調査実施内容 

建設副産物実態調査は、下記の２つの調査から構成されている（「（４）建設資材の利用の流れ

および建設副産物の処理の流れ」参照）。 

 

①利用量・搬出先調査(建設副産物の再資源化施設等への排出量を推計するための調査) 

発注機関別、工事施工場所別、工事種類別に、建設資材のうち再生資材利用の割合・供給

元、建設副産物の再資源化の割合・搬出先などを調査した。この調査より、推計後の場外排出量

などの全体量から各搬出先の量を推計するための割合を算定する。 

 

＜調査票回収工事件数 約２４万２千件（全国ベース）＞ 

 

調査対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 施設調査(再資源化施設等での処理の実態を把握するための調査) 

建設副産物の再資源化施設等の保有業者のリストアップを行い、この施設保有業者に対して、

施設の概要等（施設搬入後の処理・処分方法・量等）を調査した。この調査より、再資源化施設等

での処理・処分フロー（再資源化率、縮減化率、最終処分率）を算定する。 

      

＜調査票回収施設件数 約４千件（全国ベース）＞ 

 

 

【公共工事】 【民間公益工事】 【民間工事】 

・国土交通省、農林水産省、 
その他の国の機関 

・特殊法人等 
・都道府県、政令市、市町村 

・電力、ガス、 
 電信電話、鉄道 

下記協会の加盟会社 
(一社)日本建設業連合会 
(一社)プレハブ建築協会 
(一社)日本ﾂｰﾊﾞｲﾌｫｰ建築協会 
(一社)日本木造住宅産業協会 
(一社)日本道路建設業協会 
 各都道府県建設業協会 
(公社)全国解体工事業団体連合

会 

土木 建築 土木 建築 土木 建築 

・建設発生土利用促進施設 
・建設廃棄物の再資源化処理施設、 
中間処理施設 

・建設廃棄物の最終処分場 

建設副産物

再資源化等

施設の抽出 

各都道府県等 
施設管理台帳 
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（４） 建設資材（砕石、木製資材、土砂など）の利用の流れおよび建設副産物（コンクリート塊、建設

発生木材、建設発生土など）の処理の流れ 

 

ⅰ）アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
再資源化率  ＝  ④÷① 

最終処分量  ＝  ③＋⑤ 

 

 

ⅱ）建設発生木材、建設汚泥 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
再資源化・縮減率＝（②＋⑥＋⑦＋⑨）÷① 

再資源化率  ＝（②＋⑥）÷① 

最終処分量  ＝  ⑤＋⑧＋⑩  

利用量・搬出先調査の範囲 
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搬出量⑤ 

施設調査の範囲 

利用量・搬出先調査の範囲 
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ⅲ）建設発生土 

ア）現場内利用がある場合（ただし、現場内完結工事ではない場合） 

  

 

 

 

 

 

 

 

利用土砂の建設発生土利用率 ＝ （②＋④）÷（③+④） 

 

 

イ）現場内利用がある場合（現場内完結工事の場合） 

  

 

 

 

 

 

 

 

利用土砂の建設発生土利用率 ＝④÷④＝100％ 

 

 

ウ）現場内利用がない場合 

  

 

 

 

 

 

 

 

利用土砂の建設発生土利用率 ＝②÷③ 

 

利用量・搬出先調査の範囲 
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（参考）拡大推計について 

 

建設副産物実態調査結果のとりまとめにおいては、調査により回収したデータを集計（以下、「単純集

計」という。）した後、調査データ回収状況を踏まえて、母集団注１に対する捕捉率注２を元に、原単位法注３

による推計（以下、「拡大推計」という。）を実施している。 

発注区分別の建設廃棄物排出量の単純集計、拡大推計状況は、次のとおりである。 

 

表．発注区分別の建設廃棄物排出量の単純集計、拡大推計結果（全国ベース） 

（単位：万トン）
単純集計結果 拡大推計結果 拡大推計に用いる指標

公共土木 3,240 4,053 「公共事業施行対策協議会
注４

」等の調査
による工事契約額

民間土木 208 352
国土交通省「建設工事受注動態統計調
査」による工事額

新築・増改築 185 1,295
国土交通省「建築物着工統計」による床
面積

解体 375 1,512
国土交通省「建築物除却統計」による除
却床面積

発
注
区
分

建設廃棄物排出量

土
木

建
築

 

 

注１ 母集団：拡大推計を行う際に、全体量の指標となる統計データ。公共土木工事は「公共事業施行対策協議会注４」等

の調査による工事契約額、民間土木工事は「建設工事受注動態統計調査」による工事額、建築工事は「建築

物着工統計」による床面積、解体工事は「建築物除却統計」による除却床面積を母集団としている。 
注２ 捕捉率：母集団に対するアンケート回収のあった工事額、または延床面積の割合。建設副産物実態調査での回収状

況の指標。 
注３ 原単位法：サンプルによる原単位（一定工事額（または延床面積）あたりの量）が全体の原単位と近似していると仮定

して、サンプルから全体量を推計する手法。 

全体量＝サンプル原単位×母集団 

注４ 公共事業施行対策協議会：公共事業の執行に関し、各執行機関が相互に情報交換を行い事業の円滑な実施に寄

与するため、各地方整備局管内に所在する関係機関（農林水産省・経済産業省・厚生労

働省・国土交通省の地方支分部局等、特殊法人等、都道府県、政令市）で構成している協

議会。 

 


